【法人化後の業務改革の概要】
	運営体制
	・法人化に伴う役員主導型運営への変更で意思決定が迅速化。理事長のトップマネジメントのもと、大学独自の自律的な運営方針の決定が可能となった。（役員会、教育研究会議、経営会議）
・理事の適切な事務分担。民間出身理事も役員に登用。（6名のうち2名。理事長含む）

	戦略的・重点的な
予算配分
（学長裁量経費等の導入）
	・教育研究予算のトップマネジメントによる配分やその活用を図るため、基盤研究費申請制度や学長裁量経費、部局長裁量経費の導入を図った。学長裁量経費では、資源循環工学研究所やエコロジー研究所など全学的なプロジェクトの推進や研究業績の反映や若手研究者の支援研究費の配分、海外の大学等との連携強化への対応など機動的な予算の活用を図った。

	人事制度
	・多様な採用形態等による人件費の削減
　　業務の効率的運営を図るため、業務内容に応じて、定型的業務のアウトソーシングや人材派遣、契約職員等を活用し、人件費の圧縮を図った。
・自律的運営と専門的人材の確保に向けた法人職員の独自採用の拡大
　　法人独自の職員採用により、法人の自律的な運営を図るとともに、大学の専門的部門を強化するため、民間人材・ノウハウを活用した社会人採用を導入した。
法人職員の採用拡大　17年度当初0人⇒22年度当初41人⇒23年度当初116人
社会人採用　平成22年度試験実施⇒23年度当初12人
・教員の任期制の導入による教育研究活動の活性化
・教職員組織のスリム化
人件費及び管理的経費の削減
　17年度12,173百万円　⇒　22年度10,873百万円（10.7％減）
　 教員数　17年度当初817人　⇒　22年度当初708人
　　 職員数　17年度当初276人　⇒　22年度当初211人

	財務内容
	企業会計原則のもと、自律的な法人運営を目指して、運営費交付金への依存度の引き下げ、自己資金（外部研究資金獲得や入学検定料の見直しなど）の着実な増加を図った。また、法人の経営努力による目的積立金を活用し、実験実習機器の更新、電子ジャーナルのバックファイル購入や貴重図書のデジタル化のほか、エレベーター整備、トイレ改修などの教育施設や学生厚生施設の整備、教育研究環境の充実を図った。
運営費交付金の減少
17年度12,704百万円⇒22年度10,184百万円（2,520百万円19.8％減）
運営費交付金比率（施設整備補助金、目的積立金、特殊要因(植物工場建設費補助)を除く）
17年度 64.5％⇒22年度56.4％
外部研究資金獲得額の増加
17年度2,033百万円⇒22年度3,333百万円（1,300百万円63.9％増）

	産学官連携活動
	リエゾンオフイス、シ－ズ育成オフイス、大阪市立大学との産学官連携共同オフイスに産学官連携コーディネーターを配置し、技術移転の促進、企業からの技術相談、及び外部研究資金の獲得支援など幅広く産学官連携活動を行った。

	知的財産体制の
整備
	知的財産マネジメントオフイスの設置により、学内の知的財産の一元的な管理・活用を行う知的財産体制の整備が図られた。

	外部研究資金獲得策の充実
（立替制度の導入）
	科研費等の外部研究費について、国等からの資金交付前においても研究に着手できるよう法人が研究資金を立替える制度を導入し、円滑な研究の推進に寄与し、獲得件数の増加を図った。

	外部資金の間接経費の取扱い見直し
	受託・共同研究や科研費等の間接経費について、更なる外部資金の獲得に向けたインセンティブへの活用、コーディネーターの配置、新たな補助金獲得につながる取組みへの支援など、法人全体の戦略的運営に活用した。

	（資料５）

	新たな事業スキームの確立
	特別目的会社(SPC)やCM(建築ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)会社の活用により、民間ノウハウによる建設事業コストの削減と資金需要の平準化を図り、りんくうｷｬﾝﾊﾟｽの整備や中百舌鳥ｷｬﾝﾊﾟｽ内の学舎整備（新築3棟及び耐震改修等）を実施した。

	業務改善の取組み
（業務改善推進本部の設置）
	全学的な業務改善推進本部を設置し、第１次業務改善推進計画（3ヵ年）を策定。「歳出削減方策」・「収入増方策」・「効率的な業務執行体制、学生サービスの向上」の３分野76項目を定め、コピー機の全学一括契約や光熱水費の削減などの経費削減、獣医臨床センターの新たな診療項目設定による診療報酬の収入増、図書館の利用時間の延長による学生サービスの向上などに取り組んだ。


【教育研究、社会貢献等の取組み成果について】
●以上のような業務改革に取り組むなか、平成21年度に実施した（独）大学評価・学位授与機構の認証評価においては、大学機関別認証評価、選択的評価事項A「研究活動に係る状況」は、ともに、高い評価を得た。
　大学機関別認証評価については、「教員及び教育支援者」「学生の受入」「教育内容及び方法」「教育の成果」等１１の評価基準について「基準を満たしている」と評価。
　選択的評価事項A「研究活動に係る状況」については、「目的の達成度が良好である」（4段階評価の上から2番目）との評価。
●また、平成21 年１月に、法人化後の最初の学部卒業予定者及び大学院修了予定者を対象に、教育成果に関するアンケート調査を実施した。（回答率はそれぞれ76％及び77％）
学部卒業予定者への「入学した時点と比べて、大学での学習を通じて、能力等はどのように変化したか」に対するアンケート結果は、「幅広い知識」や「専門分野の知識」「主体性」「コミュニケーション力」「課題解決力」「論理的思考力」の各項で80％以上から能力が増進したとの回答を得ている。（一方、「市民としての責任感」及び「語学力」についての能力が増進したと回答したのは50％以下となった。）
大学院の修了予定者に対する質問項目「入学した時点と比べて、大学での学習を通じて、能力等はどのように変化したか」に対する回答は、研究科により異なっているが、理系の３研究科では「専門分野の知識を深めた」「基礎的解決能力を培うことができた」等に対して80％以上から肯定的な回答を得ている。
なお、認証評価においても、この点について「教育の成果や効果が上がっていると判断する。」と評価された。
●また、認証評価においては、教育成果の一つの指標と考えられる「国家資格試験合格率」や「就職率」について高い率を維持していることや大学院生、特に理系研究科の学生が国内外の学会や学術雑誌で多く発表（平成20年度 学会発表2,717件、論文発表996件）し、学会賞受賞など高く評価されていることからも、「教育の成果や効果が上がっていると判断する。」とされた。
●研究活動については、学術論文数や特許出願件数等から「研究活動が活発に行われていると判断する」と、また、国内外の学術賞等の受賞や外部研究資金の獲得状況、特許取得件数、国プロジェクトの採択状況等から「研究の質が確保されていると判断する」とそれぞれ認証評価において評価された。なお、JST（(独)科学技術振興機構）の地域イノベーション創出総合支援事業「シーズ発掘試験」の採択件数について、平成21年度に全国5位となったことも触れられている。
●このほか、地域貢献度の成果を表す一つの指標として、地域貢献体制の充実度、学生のインターンシップ、産学官連携、公開講座などの実績に基づいた「地域貢献度」ランキング（日経グローカル）においては、2007年当時の61位から2009年4位（2010年10位）まで順位を上げてきたところ。
●教育研究、社会貢献等について、その質の向上に向け、常に努めており、その成果が出ているものと考える。
資料５








